
１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 56円05銭 

なお、平成18年10月1日に１株を1.1株に株式分割したため、分割後の株式数によって算出してあります。 

３．配当状況 

（注）18年９月中間期末配当金の内訳 普通配当 12円50銭 

その他の内訳 別紙参照 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

平成19年３月期 個別中間財務諸表の概要 
(財)財務会計基準機構会員

平成18年11月9日
 

上場会社名 長野計器株式会社 上場取引所 東 

コード番号 7715 本社所在都道府県 東京都  

(URL http://www.naganokeiki.co.jp/) 

代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 宮下 茂 

問合せ先責任者 役職名 
取締役執行役員  

経理部長  
氏名 矢島 寿衛 ＴＥＬ  （03）3776－5333 

決算取締役会開催日 平成18年11月9日 配当支払開始日 平成18年11月30日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）     

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 9,373 △5.8 80 △83.9 591 △21.0

17年９月中間期 9,950 △0.6 501 △20.8 748 △13.4

18年３月期 19,731  867  1,259  

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 433 △20.7 28 75

17年９月中間期 546 23.7 39 84

18年３月期 795  50 63

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期  15,066,931株 17年９月中間期 13,704,855株 18年３月期  15,072,370株

②会計処理の方法の変更 有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 34,341 18,120 52.8 1,202 64

17年９月中間期 26,411 17,381 65.8 1,268 41

18年３月期 28,198 18,414 65.3 1,220 02

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 15,066,902株 17年９月中間期 13,703,266株 18年３月期 15,067,002株

②期末自己株式数 18年９月中間期    16,366株 17年９月中間期 8,796株 18年３月期 16,266株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 

  百万円 百万円 百万円

通 期 19,160  1,360  930  

・現金配当 １株当たり配当金（円）

 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年３月期 － 11.25 － 13.75 － 25.0

19年３月期（実績） － 12.50 － － － 

19年３月期（予想） － － － 12.50 － 25.0
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

対前中間期
比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）             

Ⅰ 流動資産             

１．現金及び預金  1,757,798   1,418,659     1,566,961   

２．受取手形 ※５ 969,818   1,183,253     672,212   

３．売掛金  5,139,780   4,526,186     5,286,830   

４．有価証券  34,460   23,282     24,080   

５．たな卸資産  3,104,815   3,714,468     3,629,990   

６．繰延税金資産  191,231   272,631     236,887   

７．短期貸付金  －   2,974,759   －     

８．その他  173,506   182,723     646,402   

貸倒引当金  △42,145   △49,605     △43,879   

流動資産合計   11,329,266 42.9  14,246,361 41.5 2,917,094  12,019,485 42.6 

Ⅱ 固定資産             

１．有形固定資産              

(1）建物 ※1.2 2,091,819   2,009,056     2,009,897   

(2）機械及び装
置 

※1.2 3,252,025   2,774,097     2,979,396   

(3）土地 ※２ 1,764,531   1,764,531     1,764,531   

(4）建設仮勘定  543,866   903,434     695,474   

(5）その他 ※1.2 324,764   327,722     311,214   

計  7,977,007   7,778,842   △198,164 7,760,514  

２．無形固定資産  57,171   45,118   △12,053 50,591  

３．投資その他の
資産             

(1）投資有価証
券  6,374,417   6,245,130     6,688,121   

(2) 関係会社株
式   －   5,434,313     1,099,240   

(3）その他  814,880   871,043     859,811   

貸倒引当金  △3,685   △4,100     △4,380   

投資損失引
当金  △137,500   △275,104     △275,104   

計  7,048,113   12,271,282   5,223,169 8,367,689  

固定資産合計   15,082,292 57.1  20,095,243 58.5 5,012,951  16,178,795 57.4 

資産合計   26,411,558 100.0  34,341,604 100.0 7,930,046  28,198,280 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

対前中間期
比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

             

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１．支払手形 ※５ 61,481   85,581     62,914   

２．買掛金  1,498,327   1,443,092     1,579,042   

３．短期借入金 ※２ 2,420,000   9,814,000     2,482,000   

４．一年内返済
予定長期借
入金 

※２ 762,440   247,360     672,500   

５．未払法人税
等  310,422   228,614     287,038   

６．賞与引当金  360,000   330,000     360,000   

７．その他  562,597   609,160     766,859   

流動負債合計   5,975,269 22.6  12,757,808 37.1 6,782,539  6,210,354 22.0 

Ⅱ 固定負債             

１．社債  1,000,000   1,000,000     1,000,000   

２．長期借入金 ※２ 388,740   491,380     252,380   

３．繰延税金負
債 

  14,359   300,553     642,021   

４．退職給付引
当金  1,439,484   1,438,058     1,464,272   

５．役員退職慰
労引当金  83,362   93,600     88,087   

６．その他  129,002   140,177     127,105   

固定負債合計   3,054,948 11.6  3,463,769 10.1 408,820  3,573,866 12.7 

負債合計   9,030,218 34.2  16,221,578 47.2 7,191,359  9,784,220 34.7 

（資本の部）             

Ⅰ 資本金   3,379,680 12.8  － － △3,379,680  3,379,680 12.0 

Ⅱ 資本剰余金            

１．資本準備金  3,450,500   －     3,450,500   

２．その他資本
剰余金  29,087   －     29,194   

資本剰余金合
計   3,479,588 13.2  － － △3,479,588  3,479,695 12.3 

Ⅲ 利益剰余金             

１．利益準備金  89,351   －   △89,351 89,351   

２．任意積立金  8,241,278   －   △8,241,278 8,241,278   

３．中間（当
期）未処分
利益 

 883,382   －   △883,382 978,325   

利益剰余金合
計   9,214,013 34.9  － － △9,214,013  9,308,955 33.0 

Ⅳ その他有価証
券評価差額金   1,321,786 5.0  － － △1,321,786  2,270,795 8.1 

Ⅴ 自己株式   △13,728 △0.1  － － △13,728  △25,066 △0.1 

資本合計   17,381,340 65.8  － － △17,381,340  18,414,059 65.3 

負債資本合計   26,411,558 100.0  － － △26,411,558  28,198,280 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

対前中間期
比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  3,379,680 9.9 3,379,680  － －

２．資本剰余金              

（１）資本準備金  －   3,450,500     －   

（２）その他資本 
 剰余金  －   29,194     －   

資本剰余金合計   － －  3,479,695 10.1 3,479,695  － － 

３．利益剰余金              

（１）利益準備金  －   89,351     －   

（２）その他利益 
 剰余金                

任意積立金  －   8,618,752     －   

繰越利益剰
余金  －   794,903     －   

利益剰余金合計   － －  9,503,007 27.7 9,503,007  － － 

４．自己株式    － －  △25,249 △0.1 △25,249  － －

株主資本合計   － －  16,337,133 47.6 16,337,133  － － 

Ⅱ 評価・換算差額 
  等            

１．その他有価証
券評価差額金 

   － －  1,782,893 1,782,893  － －

評価・換算差額
等合計   － －  1,782,893 5.2 1,782,893  － － 

純資産合計   － －  18,120,026 52.8 18,120,026  － － 

負債純資産合計   － －  34,341,604 100.0 34,341,604  － － 
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(2) 中間損益計算書 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

対前中間
期比 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,950,176 100.0  9,373,484 100.0 △576,692  19,731,385 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,693,932 77.3  7,521,509 80.2 △172,423  15,357,180 77.8 

売上総利益   2,256,243 22.7  1,851,975 19.8 △404,268  4,374,204 22.2 

Ⅲ 販売費及び一
般管理費   1,754,612 17.7  1,771,116 18.9 16,503  3,506,327 17.8 

営業利益   501,631 5.0  80,858 0.9 △420,772  867,877 4.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  312,619 3.1  606,742 6.4 294,123  556,728 2.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  66,169 0.6  96,552 1.0 30,382  165,373 0.8 

経常利益   748,080 7.5  591,048 6.3 △157,031  1,259,232 6.4 

Ⅵ 特別利益 ※３  133,096 1.3  56,474 0.6 △76,622  271,289 1.3 

Ⅶ 特別損失 ※４  33,861 0.3  66,664 0.7 32,802  240,572 1.2 

税引前中間
(当期)純利益   847,315 8.5  580,858 6.2 △266,456  1,289,949 6.5 

法人税、住民
税及び事業税  308,780   196,859   △111,920 558,266   

法人税等調整
額  △7,511 301,268 3.0 △49,224 147,634 1.6 △153,633 △63,467 494,798 2.5 

中間（当期）
純利益   546,046 5.5  433,223 4.6 △112,823  795,151 4.0 

前期繰越利益   337,336   －     337,336  

中間配当額   －   －     154,161  

中間(当期)未
処分利益   883,382   －     978,325  
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 

  利益剰余金
合計  

 任意積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 

残高     （千円） 
3,379,680 3,450,500 29,194 3,479,695 89,351 8,241,278 978,325 9,308,955 △25,066 16,143,264

中間会計期間中の変

動額 
          

任意積立金の取崩      △34,682 34,682 －  －

任意積立金の繰入      412,156 △412,156 －  －

剰余金の配当             △207,171 △207,171   △207,171

役員賞与             △32,000 △32,000   △32,000

中間純利益             433,223 433,223   433,223

自己株式の取得               － △182 △182

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額 

     （純額） 

              －     

中間会計期間中の変

動額合計   （千円） 
          377,474 △183,422 194,052 △182 193,869

平成18年９月30日 

残高     （千円） 
3,379,680 3,450,500 29,194 3,479,695 89,351 8,618,752 794,903 9,503,007 △25,249 16,337,133

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 

残高    （千円） 
2,270,795 2,270,795 18,414,059

中間会計期間中の

変動額 
   

任意積立金の取崩   －

任意積立金の繰入   －

剰余金の配当     △207,171

役員賞与     △32,000

中間純利益     433,223

自己株式の取得     △182

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額 

     （純額） 

△487,902 △487,902 △487,902

中間会計期間中の変

動額合計  （千円） 
△487,902 △487,902 △294,033

平成18年９月30日 

残高    （千円） 
1,782,893 1,782,893 18,120,026

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、半製品、原材料及び仕

掛品 

移動平均法に基づく原価法 

(3）たな卸資産 

製品、半製品、原材料及び仕

掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、半製品、原材料及び仕

掛品 

同左 

貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法 

 ただし、一部の資産について

は最終仕入原価法によっており

ます。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物    31年～50年 

機械装置   10年～11年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 
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前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、 

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社の

財政状態及び経営成績を勘案

して必要額を計上しておりま

す。 

(2）投資損失引当金 

同左 

(2）投資損失引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異に

ついての費用処理は前事業年度

で終了しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定率法により翌期から損益

処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定率法により費用処理しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により翌期か

ら損益処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定率法により費用処理しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により翌期か

ら損益処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定率法により費用処理しており

ます。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理によっており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段---金利スワップ 

ヘッジ対象---借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段---同左 

ヘッジ対象---同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段---同左 

ヘッジ対象---同左 

(3）ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減並びに

金融収支改善のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件に該当するため、

その判定をもって有効性の判定

に代えております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── １．貸借対照表の純資産の部の表示に

  関する会計基準 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は18,124,175千円でありま

す。 

  なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 
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前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ２．自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正 

当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会最終改正平成18年8月11日 

企業会計基準1号）及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年8月11日 

企業会計基準適用指針第2号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

による中間貸借対照表の表示に関す

る変更は以下のとおりであります。 

前中間会計期間において資本に対

する控除項目として「資本の部」の

末尾に表示しておりました「自己株

式」は、当中間会計期間から株主資

本に対する控除項目として「株主資

本」の末尾に表示しております。  

────── 

２．従来、たな卸資産廃却損は営業外 

費用に計上しておりましたが、たな

卸資産廃却損は、毎期経常的に発生

する傾向があることから、当中間会

計期間において管理方法の見直しを

行い、収益と費用の対応をより適切

に表示するため、売上原価に含めて

計上する方法に変更いたしました。 

この変更により、従来の方法によ

った場合に比較して売上原価は

36,058千円増加し、売上総利益及び

営業利益は同額減少しております

が、経常利益及び税引前中間純利益

に与える影響はありません。  

────── ２．従来、たな卸資産廃却損は営業外

費用に計上しておりましたが、毎

期経常的に発生する傾向があるこ

とから、当事業年度より管理方法

の見直しを行い、収益と費用の対

応をより適切に表示するため、売

上原価に含めて計上する方法に変

更いたしました。 

この変更により、従来の方法に

よった場合に比較して売上原価は

61,164千円増加し、売上総利益及

び営業利益は同額減少しておりま

すが、経常利益及び税引前当期純

利益に与える影響はありません。  

 

- 50 -



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ３．作業金屑売却収入の会計処理 

作業工程で発生する金屑の売却収

入は従来、営業外収益として計上し

ておりましたが、当中間会計期間よ

り製造費用(売上原価)の控除項目と

して計上する方法に変更いたしまし

た。 

この変更は、金屑の売却価格の上

昇に伴って、その金額的重要性が増

してきたため、製造費用(売上原価)

の控除項目として計上することによ

って、より適正な材料費を算出して

原価管理を適切に行うためのもので

あります。 

この変更により、売上原価は

23,253千円、営業外収益は、38,755

千円減少しております。 

 この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比較して、売上総利益

及び営業利益は23,253千円増加し、

経常利益及び税引前中間純利益は

15,502千円減少しております。 

────── 

- 51 -



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表）  

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条２項において、投

資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を有

価証券とみなすこととされたことに伴い、前中間会計期

間まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おりました投資事業有限責任組合への出資金を、当中間

会計期間より、「有価証券」及び「投資有価証券」とし

て表示しております。 

 この変更により、「有価証券」及び「投資有価証券」

はそれぞれ、34,460千円、232,194千円増加しておりま

す。 

 なお、前中間会計期間における投資その他の資産の

「その他」に含まれている投資事業有限責任組合への出

資金は271,316千円であります。 

  

（中間貸借対照表） 

 「関係会社株式」は、前中間会計期間まで、投資その

他の資産の「投資有価証券」に含めて表示しておりまし

たが、当中間会計期間において資産の総額の100分の５を

超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額

は、1,099,240千円であります。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （共同研究に関する開発助成金の会

計処理） 

従来、共同研究契約書に基づき

受け取っている開発助成金は、営

業外収益として処理しておりまし

たが、当中間会計期間より販売費

及び一般管理費の研究開発費より

控除する方法に変更いたしまし

た。 

この変更は、共同研究に係る開

発助成金と関連する研究開発に係

る費用との対応関係の見直しを行

い、両建て処理するよりはむしろ

純額処理した方が企業の研究開発

活動の実態をより適切に表すもの

であり、また、今後も継続が見込

まれることから、営業損益をより

適正に表示するために行ったもの

であります。 

なお、この変更により従来の方

法によった場合に比べ、営業利益

は10,107千円増加しております

が、経常利益及び税引前中間（当

期）純利益に与える影響はありま

せん。 

────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

15,168,746千円 15,942,052千円 15,585,721千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 
1,677,740千円 

(1,168,504千円)

機械及び装置 
3,252,019 

(3,252,019    )

土地 
1,058,109 

(  962,844    )

有形固定資産 

その他 

271,601 

(  271,601    )

計 
6,259,470 

(5,654,969    )

建物 
1,535,666千円 

(1,065,422千円)

機械及び装置 
2,757,003 

(2,757,003    )

土地 
1,058,109 

(  962,844    )

有形固定資産 

その他 

259,517 

(  259,517    )

計 
5,610,296 

(5,044,788    )

建物 
 1,601,969千円 

(1,115,181千円)

機械及び装置 
2,979,390 

(2,979,390    )

土地 
1,058,109 

( 962,844    )

有形固定資産 

その他 

265,454 

( 265,454    )

計 
5,904,923 

(5,322,870    )

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 
       590,000千円 

(   50,000千円)

一年内返済予定

長期借入金 

412,440 

(  412,440    )

長期借入金 
388,740 

(  388,740    )

計 
1,391,180 

(  851,180  )

短期借入金 
         590,000千円 

(  50,000千円)

一年内返済予定

長期借入金 

247,360 

( 247,360    )

長期借入金 
141,380 

( 141,380    )

計 
978,740 

( 438,740  )

短期借入金 
   590,000千円 

(  50,000千円)

一年内返済予定

長期借入金 

322,500 

( 322,500   )

長期借入金 
252,380 

(  252,380    )

計 
1,164,880 

(  624,880  )

上記のうち（ ）内の金額は内数で、工場財

団抵当並びに当該債務であります。 

上記のうち（ ）内の金額は内数で、工場財

団抵当並びに当該債務であります。 

上記のうち（ ）内の金額は内数で、工場財

団抵当並びに当該債務であります。 

  当社においては、企業買収のために、 

特定融資枠（コミットメント）契約を締

結しております。当連結会計年度におけ

る貸出コミットメントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりです。  

貸出コミットメ
ントの総額 

   10,000,000千円 

借入実行残高 3,300,000 

差引額 6,700,000 

  

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

債務保証 債務保証 債務保証 

下記の会社の銀行借入金に対し保証を行って

おります。 

保証先 金額 
(千円) 

内容 

㈱長野汎用 
計器製作所 

130,000 借入債務 

㈱ナガノ計装 146,358 借入債務等 

㈱マーシン 60,000 借入債務 

ゼットエイ㈱ 232,736 借入債務 

計 569,094  

下記の会社の銀行借入金に対し保証を行って

おります。 

保証先 金額 
(千円) 

内容 

㈱長野汎用 
計器製作所 

130,000 借入債務 

㈱ナガノ計装 142,559 借入債務等 

ゼットエイ㈱ 177,976 借入債務 

計 450,535  

下記の会社の銀行借入金に対し保証を行って

おります。 

保証先 金額 
(千円) 

内容 

㈱長野汎用 
計器製作所 

130,000 借入債務 

㈱ナガノ計装 135,417 借入債務 

ゼットエイ㈱ 205,356 借入債務 

計 470,773  

 ４ 受取手形割引高  ４ 受取手形割引高  ４ 受取手形割引高 

4,158,789千円 4,827,721千円 4,410,155千円 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

────── ※５ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれてお

ります。 

────── 

   受取手形     12,651

支払手形     24,818

 千円

 千円
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

① リース取引 

    半期報告書においてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。  

② 有価証券 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 2,653千円 

有価証券利息 18,130 

受取配当金 161,024 

経営指導料 19,047 

賃貸料収入 19,640 

受取利息 85,329千円 

有価証券利息 21,816 

受取配当金 197,785 

経営指導料 20,127 

賃貸料収入 10,691 

為替差益 218,387 

受取利息 4,062千円 

有価証券利息 57,117 

受取配当金 200,990 

経営指導料 39,025 

賃貸料収入 33,688 

※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 37,133千円 

手形売却損 25,974 

支払利息 62,571千円 

手形売却損 30,154 

支払利息 74,466千円 

手形売却損 52,366 

※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 52,604千円 

投資事業組合出資利益  76,130 

投資有価証券売却益 29,136千円 

投資事業組合出資利益 7,660 

賞与引当金取崩益 16,868 

投資有価証券売却益 172,320千円 

投資事業組合出資利益 97,663 

※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの 

投資事業組合出資損失 13,268千円 

    

投資事業組合出資損失 7,488千円 

固定資産除却損 41,806 

投資有価証券評価損 13,315 

投資損失引当金繰入額 137,604千円 

投資事業組合出資損失 44,524 

 ５ 減価償却費実施額  ５ 減価償却費実施額  ５ 減価償却費実施額 

有形固定資産 449,020千円 

無形固定資産 6,968 

有形固定資産 427,184千円 

無形固定資産 6,422 

有形固定資産 961,653千円 

無形固定資産 14,419 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 16,266 100 － 16,366 

合計 16,266 100 － 16,366 
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（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額   1,268円41銭

１株当たり中間純利益 39円84銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 

37円91銭

  

１株当たり純資産額  1,202円64銭

１株当たり中間純利益 28円75銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 

27円36銭

  

１株当たり純資産額 1,220円02銭

１株当たり当期純利益 50円63銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

48円18銭

   

 当社は、平成16年11月19日付で１

株を1.1株に分割しております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計期間における

１株当たり情報については、以下の

とおりとなっております。 

１株当たり純資産額 

     1,140円45銭 

１株当たり中間純利益金額 

  35円11銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

 33円26銭 

 当社は、平成17年11月11日付で１

株を1.1株に分割しております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計期間における

１株当たり情報については、以下の

とおりとなっております。 

１株当たり純資産額 

        1,153円10銭 

１株当たり中間純利益金額 

    36円22銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

  34円46銭 

 当社は、平成17年11月11日付で１

株を1.1株に分割しております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度における１株

当たり情報については、以下のとお

りとなっております。 

１株当たり純資産額 

1,111円02銭 

１株当たり当期純利益金額 

61円28銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

58円07銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

 中間（当期）純利益（千円） 546,046 433,223 795,151 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 32,000 

 （うち利益処分による役員賞与金） ( －)  ( －)  （32,000） 

 普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
546,046 433,223 763,151 

 期中平均株式数（千株） 13,704 15,066 15,072 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額  
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） －   － 

 普通株式増加数（千株） 698 768 768 

 （うち新株予約権付社債） ( 698)  ( 768)  （768） 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平成17年９月14日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のとおり株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

平成18年９月14日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のとおり株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

該当事項はありません。 

１．平成17年11月11日付をもって普

通株式１株につき1.1株に分割し

ます。 

１．平成18年10月１日付をもって普

通株式１株につき1.1株に分割し

ます。 

 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式 1,371,206株 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式 1,508,326株 

 

(2）分割方法 

平成17年９月30日現在最終の

株主名簿および実質株主名簿

に記載または記録された株主

の所有株式数を、１株につき

1.1株の割合をもって分割しま

す。 

(2）分割方法 

平成18年９月30日現在最終の

株主名簿および実質株主名簿

に記載または記録された株主

の所有株式数を、１株につき

1.1株の割合をもって分割しま

す。 

 

２．配当起算日 

 平成17年10月１日 

なお、当該株式分割が前期首に

行われたものと仮定した場合の1

株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

２．配当起算日 

 平成18年10月１日 

なお、当該株式分割が前期首に

行われたものと仮定した場合の1

株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

 

前中間
会 計
期 間 

当中間
会 計
期 間 

前事業
年 度 

1株当た
り純資
産額 

1株当た
り純資
産額 

1株当た
り純資
産額 

1,036円 
77銭 

1,153円 
 10銭 

1,111円 
02銭 

1株当た
り中間
純利益 
金額 

1株当た
り中間
純利益 
金額 

1株当た
り当期
純利益 

 金額 

  31円 
  91銭 

  36円 
  22銭 

  61円 
  28銭 

潜在株式
調整後１
株当たり
中間純利
益金額 

潜在株式
調整後１
株当たり
中間純利
益金額 

潜在株式
調整後１
株当たり
当期純利
益金額 

   30円 
   24銭 

  34円 
  46銭 

  58円 
  07銭 

前中間
会 計
期 間 

当中間
会 計
期 間 

前事業
年 度 

1株当た
り純資
産額 

1株当た
り純資
産額 

1株当た
り純資
産額 

1,048円 
27銭 

1,093円 
 31銭 

1,109円 
11銭 

1株当た
り中間
純利益 
金額 

1株当た
り中間
純利益 
金額 

1株当た
り当期
純利益 

 金額 

  32円 
 93銭 

26円 
  14銭 

46円 
  03銭 

潜在株式
調整後１
株当たり
中間純利
益金額 

潜在株式
調整後１
株当たり
中間純利
益金額 

潜在株式
調整後１
株当たり
当期純利
益金額 

31円 
   33銭 

24円 
87銭 

43円 
80銭 
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